[bookmark: _Hlk191721325]（様式第１号）第８条関係
林業エネルギーコスト削減促進事業補助金交付申請書
令和　　年（　　　年）　　月　　日
長野県知事　様
所　　在　　地　
名　　　　　称　
役職・代表者名　
　林業エネルギーコスト削減促進事業補助金交付要綱第８条第１項の規定により、下記のとおり、エネルギーコスト削減促進事業補助金の交付を申請します。
記
１　申請するコース及び交付申請額※予算収支内訳書（様式第１号の３）の補助対象経費（税抜）に補助率を乗じて得た額（千円未満切捨）又は補助上限額のいずれか少ない方を記載してください。

[bookmark: _Hlk191898729]　　○○コース　　　　　　　　　　円
２　申請する事業概要
[bookmark: _Hlk218778771]（1）取組概要 ※30字までで記載。事業者名、所在地、主たる業種とともにHPで公表します。
     
（2）対象設備を更新・新設する所在地（市町村名まで）及び事業者・事業所名
      
３　申請者の概要　※日本標準産業分類の大分類で記載
	主たる業種※
	
	従業員数(人)
	
	営業利益(円）
	

	資本金額(円)
	
	売上高(円)
	
	経常利益(円)
	


４　添付書類
	[bookmark: _Hlk221294976]必要書類
	区分
	確認

	林業エネルギーコスト削減促進事業補助金事業計画書（様式第１号の２）
	必須
	□

	予算収支内訳書（様式第１号の３）
	必須
	□

	補助要件確認書兼誓約書（様式第１号の４）
	必須
	□

	補助対象経費にかかる見積書の写し（２者以上）
	必須
	□

	導入しようとする設備の仕様・性能がわかる書類（カタログ等）の写し
	必須
	□

	更新の場合は、更新前の既存設備の仕様・性能がわかる書類（カタログ等）の写し
（省エネルギー投資促進支援事業『(Ⅲ)設備単位型』補助対象設備一覧（一般社団法人環境共創イニシアチブHPを参照）に登録されている設備に更新する場合は不要）
	該当する場合
	□

	省エネ設備等の更新等を行う前の設備・建物の状況が確認できるカラー写真
	必須
	□

	法人：履歴事項全部証明書の写し　※発行後３か月以内
個人：住民票の写し　※発行後３か月以内、個人番号なし
	必須
	□

	県税に未納がないことを証明する納税証明書の写し　※発行後３か月以内
	必須
	□

	その他知事が必要と認める書類
	該当する場合
	□


　※必須区分の書類は全て添付し、確認欄に☑と記載すること
	所属・役職・氏名
	

	電話番号
	

	E-mail
	




（様式第１号の２）第８条関係
林業エネルギーコスト削減促進事業補助金事業計画書
更新前後の設備又は新設する設備の内容（全○枚中の○枚目）※１
※１ 記載欄が不足する場合は様式を追加し記載してください。
	更新の場合

	
	更新前の設備※２
	更新後の設備

	
	設備区分
設備種別
	
	

	
	設備名
	
	

	
	メーカー名
型番・型式等
	
	

	
	『(Ⅲ)設備単位型』
補助対象設備一覧
	
	□登録有　□登録無

	
	省エネ法消費効率等目標基準値※３
	
	

	
	設備の性能・消費効率等の値※３
	
	

	
	基準達成率(％)※３
	
	

	
	数量
	―
	

	
	設備区分
設備種別
	
	

	
	設備名
	
	

	
	メーカー名
型番・型式等
	
	

	
	『(Ⅲ)設備単位型』
補助対象設備一覧
	
	□登録有　□登録無

	
	省エネ法消費効率等目標基準値※３
	
	

	
	設備の性能・消費効率等の値※３
	
	

	
	基準達成率(％)※３
	
	

	
	数量
	
	


※２ 更新後の設備がトップランナー基準を満たす（省エネ基準達成率100％以上の）場合、更新前設備（表の左側）の記載は不要
[bookmark: _Hlk219313929]※３ 省エネルギー投資促進支援事業『(Ⅲ)設備単位型』補助対象設備一覧（一般社団法人環境共創イニシアチブHPを参照）に登録されている設備の場合は記載不要
	新設の場合

	設備区分
設備種別
	
	

	
	設備名
	
	

	
	メーカー名
型番・型式等
	
	

	
	太陽電池出力/
パワコン出力※４
	
	

	
	出力※４
	
	

	
	売電の有無/割合
売電先等※４
	
	


※４ 発電設備以外は記載不要
[bookmark: _Hlk191898668]（様式第１号の３）第８条関係
予算収支内訳書
１　収入の部
	収入区分
	収入内容
	金額（円）

	補助金
	
	

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	その他
	
	

	合計
	
	


※収入の部の金額の合計と支出の部の補助事業に要する経費の合計が一致するようにしてください。
２　支出の部
	経費
区分
	支出内容
	補助事業に要する経費（税込）（円）
	補助対象経費 
  （税抜）（円）

	設備費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	設備費小計
	
	

	工事費
	
	
	

	処分費
	
	
	

	その他
	
	
	

	合計
	
	
	


※消費税は補助対象となりませんので、補助対象経費は税抜にしてください。
※必要に応じて行を追加・削除してください。


（様式第１号の４）第８条関係
[bookmark: _Hlk221270007]補助要件確認書兼誓約書
令和　　年（　　　年）　　月　　日
長野県知事　様
所　　在　　地　
名　　　　　称　
役職・代表者名　

　林業エネルギーコスト削減促進事業補助金の交付を申請するにあたり、次の全ての補助要件を満たしていることを誓約します。
１　補助事業者の要件　※要件を満たしている場合は、□にチェックを入れてください。
	補助要件
	確認

	県内に事業所又は住所を有する
	□該当

	資本の額又は出資の総額が３億円を超える会社並びに常時使用する従業員の数が300を超える会社又は個人ではない
	□該当

	県内林業事業体等及びその役員が、長野県暴力団排除条例（平成23年長野県条例第21号）に規定する暴力団又は暴力団員等に該当する者、暴力団員が役員である者又は暴力団と密接な関係を有している者ではない
	□該当

	省エネ設備及び再エネ設備の更新等を行う事業所のエネルギー（電気、ガス等）の使用量を把握する
	□該当

	林業エネルギーコスト削減促進事業補助金交付要綱第３条(1)オ及びカの規定に該当しない
	□該当



２　補助事業の共通要件（基本・促進コースともに誓約必須）　
※誓約できる場合は、□にチェックを入れてください。
	[bookmark: _Hlk223513134]共通要件（基本コース・促進コース）
	誓約

	補助事業は、県内において実施することとし、補助事業により取得し、又は効用の増加した環境対応設備等（以下「取得財産等」という。）を固定資産台帳へ記載する場合には、設置場所が県内となるようにする
	□誓約
　する

	申請する事業は、国、県及びその他の補助金等の同一内容の支援を受けていない
	□誓約
　する



３　補助事業の個別要件（促進コースのみ誓約必須）
※誓約できる場合は、□にチェックを入れてください。
	個別要件（促進コースのみ）
	誓約

	次のいずれの要件も満たすこと
ア  事業活動温暖化対策計画書（第５次計画期間）を県に提出している又は提出すること（温室効果ガス排出量の目標削減率を９％以上（年平均３％以上）とすること）
イ　長野県SDGs推進企業の登録を行っている又は行うこと
※いずれも実績報告までに提出・登録し、その写しを提出すること
	□誓約
　する



